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国 土 交 通 省  住 宅 局 長    

 

特区民泊の円滑な普及に向けたマンション管理組合等への情報提供について 

 

 

 国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号。以下、（３）中の例を除き

「特区法」という。）の国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業（以下、（３）

中の例を除き「外国人滞在施設経営事業」という。）の円滑な普及を図るため、

建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。以下「区分所有法」

という。）第３０条第１項（同法第６６条において準用する場合を含む。）に基

づき各マンションが作成している管理規約（以下「管理規約」という。）との関

係等について、マンション管理組合における対応等の参考として、下記のとおり

取りまとめましたので、特区法第１３条第１項の特定認定を受けようとする者

（以下「事業予定者」という。）や管理組合等への周知につき配慮いただくとと

もに、相談対応等において利用いただきますよう、また、都道府県担当部局にお

かれましては、国家戦略特別区域を管轄する市区町村の担当部局には必ず周知

いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 なお、同旨を、別添の関係団体にも通知したことを御了知願います。 

 

 

 

  

別紙１ 



記 

 

１．管理規約との関係について（推奨される対応） 

（１）外国人滞在施設経営事業については、平成２８年１０月２８日に公布され

た改正後の国家戦略特別区域法施行令（平成２６年政令第９９号）第１２条

第７号及び第８号により、事業予定者による周辺地域の住民に対する適切

な説明の実施、苦情及び問合せの適切かつ迅速な処理等の手続きが規定さ

れました。これにより、法令に基づく手続きを通じて、認定申請前の段階で、

当該マンションで当該事業の実施見込みがあることを、管理組合が認知で

きるようになりました。 
 

（２）事業予定者から（１）に挙げた説明が事前にあった場合、当該マンション

において外国人滞在施設経営事業を許容するか否かについて、当該事業は

事業予定者が周辺地域の住民からの苦情・問合せに対して適切に対応する

ことや滞在者名簿の設置等が特区法及び政令により義務づけられており、

その要件に該当する事業であることを踏まえ、区分所有者間（管理組合）で

よくご議論いただいた上で、できる限り管理組合としての方針を決定し、そ

の際には、できるだけ管理規約において明示する等、事業予定者・区分所有

者だけでなく、承継人や占有者に対してもできるだけ告知することが望ま

れます。それ以外の外国人滞在施設経営事業実施区域内のマンションの場

合、事前の説明なく当該事業が突然実施されることはありませんが、必要に

応じ、あらかじめ、管理組合で議論の上、管理規約等において方針を告知し

ておくことが望まれます。また、当該事業実施区域内の新規分譲マンション

については、分譲事業者において、あらかじめ、規約上で方針を明示してお

くことにより、マンション管理の健全性や、安心して投資できる環境が確保

されるものと考えられます。 
 
（３）管理規約における明示の方法としては、例えば、下記の下線部のように改

正しておくことが考えられます。 
 

＜事業予定者が周辺地域の住民からの苦情・問合せに対して適切に対応

する等、特区法第１３条第１項の政令で定める要件に該当する「外国人滞

在施設経営事業」に限り許容することを明示する場合の管理規約の一例

＞ 
第○条 区分所有者は、その専有部分を専ら住宅として使用するものと

し、他の用途に供してはならない。 



２ 区分所有者は、その専有部分を国家戦略特別区域法第１３条第１項の

特定認定を受けて行う国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業に使

用することができる。 
 

＜禁止を明示する場合の管理規約の一例＞ 

第○条 区分所有者は、その専有部分を専ら住宅として使用するものと

し、他の用途に供してはならない。 
２ 区分所有者は、その専有部分を国家戦略特別区域法第１３条第１項

の特定認定を受けて行う国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業に

使用してはならない。 
 
＜使用細則に委ねることとする場合の案＞ 

第○条 区分所有者は、その専有部分を専ら住宅として使用するものと

し、他の用途に供してはならない。 
２ 区分所有者が、その専有部分を国家戦略特別区域法第１３条第１項の

特定認定を受けて行う国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業に使

用することを可能とするか否かについては、使用細則に定めることがで

きるものとする。 
 

２．住宅所有者又は転貸人が認定事業者に住宅を貸し出す際の留意点 

（１）認定事業者が、集合住宅又は戸建て住宅の全部又は一部を活用し外国人

滞在施設経営事業を実施する場合、住宅所有者と認定事業者の関係として

は、 

   ① 住宅所有者が認定事業者の場合 

   ② 住宅所有者が認定事業者に賃貸する場合 

   ③ 住宅所有者から賃借した転貸人（サブリース事業者など）が認定事

業者に転貸する場合 

  などが想定されます。 

（２）このうち（１）②及び③のように事業予定者に住宅を賃貸する場合、住宅

の無断転貸は禁止されていることから、事業予定者は貸主及び転貸人の転

貸の承諾を得る必要があります。このため、 
   ① 貸主及び転貸人は、事業予定者が行う事業内容について事前に確認

し、転貸の条件などについて、貸主、転貸人及び事業予定者の間で協議

すること 

   ② 協議内容を原賃貸借契約書（転貸人と事業予定者との契約は転貸借

契約書）に反映させること 



が、後のトラブル防止の観点からは望ましいと考えられます。 

    また、賃貸住宅管理業者は、住宅所有者に対して、上記留意点を注意喚

起することが望ましいと考えられます。 



別添 

（一社）マンション管理業協会 

（一社）不動産協会            

（公社）全国宅地建物取引業協会連合会 

（公社）全日本不動産協会      

（一社）不動産流通経営協会      

（一社）全国住宅産業協会  

（一社）日本ビルヂング協会連合会 

（公財）マンション管理センター  

特定非営利活動法人全国マンション管理組合連合会 

（一社）日本マンション管理士会連合会 

（一社）住宅生産団体連合会 

（一社）新都市ハウジング協会 

（一社）全国住宅供給公社等連合会 

独立行政法人都市再生機構 

独立行政法人住宅金融支援機構 

（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター  

日本弁護士連合会 

独立行政法人国民生活センター 

（公財）日本賃貸住宅管理協会 

（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会 


